
ｍ． 財務の概要

１． 監査手続

　

当年度決算については、 平成２６年３月２８日第１１５回評議員会及び第３１２回理事会の承認によって

事業計画及び予算の補正が承認されました。 次いで、５月 １９、２２、２３

　

日において、 あゆみ監査法人に

にる監査 （私立学校振興助成法第１４条第３項の規定に基づく監査）、 並びに５月２２日の監事監査 （私

立学校法第３７条第３項の規定に基づく監査） 及び監事・監査法人連絡会を経て、５月 ３０日第３１４回

理事会の承認によって決算が確定し、 第１１６回評議員会への報告が行われました。

　

当該会計期間の監査法人監査は、 会計全般に亘って、 期中を通して８名の公認会計士により合計６５

日の監査が行われました。 一方、 監事監査は毎月の理事会への監事の出席とともに、 公認会計士と相

互の役割や監査手法の調整がなされた上で、 法人の業務執行と財産状況の監査が行われました。

　

監査の結果、 法人の業務執行状況及び財産状況について、 不整なく、 計算書類は学校法人会計基準

に準拠し、 当該会計年度の経営状況及び財政状態を適止に表示していることが確認されています。

２． 資金収支計算結果の概要 （文中の表示金額は１０万円単位の切り捨て表示を基本とする。）

　

この計算書類は、 現金収支の顛末を明らかにしてそれらの管理・保全を行いつつ、 当年度の学校運

営について、 諸活動に対応する全ての収支を明らかにして、 当初計画 （予算） と実績を比較しながら

評価することが日的です。 当年度の活動概況や各科目の内容等は以下のとおりです。

（１）学納金収入

　

当年度は６０．３１億円を計上しました。 当初予算では５９．９６億円を計上しており、 約 ０．３５億円を上方

修正しました。 また、 前年度 （６０，８８億円） と比し、 約０．５６億円が減少 （大学１，０５億円減、 短大０．２９

億円増、 高校 ０．１９ 億円増） しました。 前年度からの減額の理由は、 大学学生数の減少 （１４３名減少、

平成２１年度大幅定員超過入学者の卒業） によります。 短大学生数、 高校生徒数は増加 （短大２７名増

加、 高校ｌｏ名増加） しました。 定員充足率 （総定員） は、 大学学部１．２３倍、 大学院１．１３倍、 短大１．１８

倍、 高校１．２１倍となっています。

　

なお、 学費単価について、 本学では父母負担の軽減に特に配慮し、 経営の合理化を図りながら 「低

学費政策」 をとっています。 従い、 大学、 短大は全国的にも低学費傾向である九州地区の同系統大学

等との比較においても低位にあります。 高校も、 入学申込金と校納金の一部を値上げしたヒで福岡県

下私立高校の中位に留まっています。

おって、 修学期間中の経済的困窮には極めて柔軟に対応 （奨学金紹介、 独自奨学制度・分割納入制

度等）する方針を堅持しています。 国の経済状況悪化に関わらず、末収入金の発生は毎年僅少であり、

当年度は３ 校全体で約

　

Ｌ６百万円と極めて少額でした。 また、 過年度未収入金の回収については、 全

く問題は生じていません。

（２）手数料収入

　

当初予算 （１．５１億円） に対して、２百万円増加の１．５３億円を計上しており、 前年度 （１．４６億円）と

比べ ７ 百万円の増加となっています。 増加の要因は、 大学及び高校の志願者数増加により受験料収入

が前年度１．３１億円から１．３９億円に増額したことによります。

（４３）



（３）寄付金収入

　

前年度 （０．５２億円） に対して、 ほぼ同額の０．５１億円を計上しています。 前年度、 人学のスクールバ

ス取得 （更新） に当たり、 教育後援会や同窓会、 高校ＰＴＡなどから寄付を受けました （約０．１８億円）

が、 これに相当する企業からの研究文援大型寄付が生じました （約 ０．１６ 億円）。 この他に、 大学で ９

百万円、 高校で ０．２５ 億円を計上しています。 これらは高校 ＰＴＡ から課外教育活動支援のために、 ま

た、 企業等から学術研究支援として、 さらに、 教育後援会や同窓会等からは就職支援や奨学制度に対

して、 積極的な支援を受けたものです。

（４）補助金収入

　

当初予算 （１２．９４億円） に対して、１４．４８億円を計上し１．５４億円の増額となり、 前年度 （１１．９９億円）

と比べて２．４９億円の増額となっています。 これは、 大学及び短大の情報教育システム更新を国の施設

・設備整備費補助事業を利用して行ったことや、 大学が私立大学等改革総合支援事業の選定を受けた

ことにより一般補助、 特別補助ともに増額配分されたこと等によります。

　

なお、 上記の私大等経常費補助金 （本学の補助金収入の約９割） の交付基準は、 平成２２年度以降、

教育の質向上を促すために様々な変更が行われています。 授業内容及び方法の改善につながる組織的

研究・研修 （ＦＤ）、 シラバス （Ｊ受業計画） 充実等による単位制の実質化や、 厳格な成績評価の導入等

の取組等がなされなければ補助金は減額される（増額しない） 配分手法が強化され、更に教育研究活

動情報の公表度合いを高めさせる仕組みも導入されました。

　

従い、 教育改善やその情報公開の実施度合いに応じて補助金収入の多寡が決することから、 財政的

理由からもそれらへの積極的対応が求められています。

　

なお、 当年度の補助金交付状況は次のとおりです。

（千円単位）文部科学省等の補助金一覧

補助事業等名 ２５年度 ２４年度

文部科学省 私立大学等研究設備等整備費補助金

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業

大学間連携共同教育推進事業（学部分）

　　　　

〃

　　　　　　　　

（大学院分）

戦略的研究基盤形成支援事業

１４６，１７３

２１，８９８

６，８１７

５，１７０

２９，６６６

７，３８６

１６，００２

１，３７０

２，５３０

経済産業省 分散型電源導入促進事業費補助金 １１，０３２

私学事業団 私立大学等経常費補助金一般補助

同上特別補助

５２０，２７１

９６，９０６

４５７，７５３

９４，８１５

福岡県 経常費補助金（高校分）

授業料軽減補助金（高校分）

設備整備費補助金（高校分）

５５０，５６１

５４，５９２

　

１，５４１

５６１，７４４

５３，４６７

福岡市 設備整備補助、結核予防費補助金 ３，４１０ ３，７７２

福岡県私学協会 心臓検診費、人権・同和教育補助金（高校分） ５５８ ５０１

（合

　

計） １，４４８，５９５ １，１９９，３４０

（４４）



（５）資産運用収入

　

前年度 （１．４２億円） と比べ９ 百万円が増加 し、１．５２億円を計上しました。 過年度から継続的・安定

的に運用しています。 本学は現行の建物・大型設備等の更新原資や奨学基金を超長期国債 （２０ 年、 運

用利率は約２％） で運用しているため、 現在の低金利の影響が軽微であることが主因です。

　

なお、 本学は安全性を重視して、 国債、 格付けの高い普通社債及び長期の定期預金に運用を限定し

ています。 債券運用に関しても、 全て満期まで保有することを基本としており、 元本全額が償還され

ますので損失を生じさせることはありません。

（６）資産売却収入

　

当年度は資産 （土地等の不動産） を売却していないため、 計上額はありませんでした。（昨年度は、

学校法人立花学園に貸与していた校地・校舎を当法人へ譲渡し、 その代金４．５億円を計上）

（７）事業収入

　

当初予算 （１．８４億円） に対して ０．１５億円が減少し１．６９億円を計上しました。 前年度１．６６億円と比

し、 ３ 百万円が増加しています。 これは、 前年度に比し独立行政法人や企業等からの大型の委託研究

事業が増加したこと等によります。

（８）雑収入

前年度 （２．９７億円） と比し、０，７２億円が増加し３，７０億円を計上しています。 これは、 当年度の退職

者が前年度と比べ多かった （定年退職が増加） ことにより、 私立大学退職金財団等の退職金団体から

の交付金が増加したことが要因です。

　

なお、 当初予算 （４．２２ 億円） と比べ、 当初見込んでいた自己都合退職者の退職金に係る交付金等が

生じなかった （選択定年制利用者がなかった） ため０．５１億円が減少しています。

（９）人件費支出

　

当初予算 （４９．２３億円） に対して４７，８２億円を計上し、１．４０億円が減少しました。 減少した要因は、

暫定的に予算計上した定年退職以外（選択定年制度を利用した自己都合退職者（３名）） の退職金が生

じなかったことによります。 また、 前年度 （４６．７８億円）と比較し １．０４ 億円が増加していますが、 こ

れは退職金の増加 （定年退職者４名増 （平成２４年度９名、 平成２５年度１３名）、 前年比０．６７億円増）

と職員の計画的増員（新規採用３名、 紹介派遣等による中途採用３名） が主因です。

　

なお、 人件費抑制策として、 ベースアップの抑制、 教員や専任事務職員退職者の若年者による補充

等を継続して実施しています。 また、 長期的な施策として、 選択定年制度導入による抑制を行ってい

るところです。 将来的な施策として、 平成２０年度からの新規採用者の定年年齢引き下げ （現行の上限

を７０歳から６５歳へ引き下げ） を行いました。

　

さらに、 第 ３ 次財政計画の議論において大学・短大の専任教職員の定常的賃金は暫く安定化するこ

とが確認され、 これを確実にする仕組みづくり （人件費配分計画など） を行い、 この人件費の安定期

に、 学部改組、 募集力強化、 就職支援強化等に向けた一層の 「人材育成・適正配置等の攻撃型人事戦

略」 を構築することが計画として組み込まれました。

　

また、 平成１７年１０月から大学、 短大及び高校事務職員に、 平成１８年４月から高校教員に、 それぞ

れ業績評価制度を導入し、 組織の活性化と人材育成に継続して努めています。

（４５）



（１０）教育研究経費支出

　

当初予算 （１７．０６億円） に対して、１８．５８億円を計上し、 全体として１．５２億円が増加しています。 増

加の要因は、 情報教育システム更新事業が国の設備整備費等補助金に採択され、 これまでレンタルだ

ったものを一括購入したため、 ソフトウェア代金や保守料等の経費が増加したことによります。

　

また、 前年度 （１７，９７ 億円） と比べ ０．６１ 億円が増加しています。 これは、 上述の理山に加え、 以下

の科目ごとの増減理由によります。

　

なお、 木学園では教育改革・改善の重要性から、 前述 「１１一１． 重点的取組 （特別予算 （ＡＰ） を中

心に実施した取組）」 のとおり、毎年の予算編成の重点を「教育改善」「就職支援」及び「志願者確保」

の諸事業に据え、 特別予算によって積極的な財政支援を行っており、 前二者に係る費用の多くがこの

教育研究経費に計上されます。 従って、相応 （他大学等と比べ高い傾向） の金額が計上され、 学生・

生徒に対する学納金の還元が大きくなっています。

　

加えて、本学（大学）では、経費を抑制しながら諸活動の活力や質を向上させる取り組みとしてＰＤＣＡ

に基づく予算管理システムを導入し、 諸計画の実現性を向上させつつ成果を拡大し、 費用効率化・低

減の取組を併行して行っています。

　

設置学校別に科目別でみて、 前年度と比べ増減の大きい項目とその要因は下表のとおりです。

①大学の教育研究経費 （１，０００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

消耗品費

光熱水費

修繕費

賃借料

奨学費

その他経費＊１

７６，９４６

１７６，８９１

１０９，０９８

３５，２５８

１８５，８４９

８８７，１３１

４０，０８３

１６４，８９０

７４，６３７

５４，７７６

２０２，８０５

８８９，４０５

　

３６，８６３

　

１１，２７９

　

３４，４６１

乙 １９，５１８

乙 １６，９５６

‘ １，５５２

新情報教育システムソフトウェア代

電気・ガス料金の値上げ

新情報教育システム保守料

（情報教育システムレンクル料半期分が当年度は生じない）

学費減免対象学生数の減少

合

　

計 １，４７１，１７３ １つ４２６，５９６ ４４，５７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′
合

　

計

　　　　　

１，４７１，１７３

　

１，４２６，５９６

　　

４４，５７７

＊１

　

研究図書費、 通信運搬費、 旅費交通費、 印刷製本費、 租税公課、 損害保険料、 衛生清掃費、

学生厚生費、 実験研究費、 委託共同研究費、 報酬支払手数料、 諸会費、負担金、 渉外費、

　

出版物費、 雑費など

②短大の教育研究経費 （１５０万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）
′
科目等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

光熱水費

奨学費

実験研究費

雑費

その他経費＊２

１３，５９４

１７，８５５

２２，１８５

２〉６３５

３１つ６６８

１１，６４１

２４，００３

１６，４０７

４つ１４０

２８，８３２

　

１，９５３

△６，１４８

　

５，７７８

△ も５０５

　

２，８３６

電気・ガス料金の値上げ

学費減免対象学生数の減少

新情報教育システムソフトウェア代、 保守料

Ｈ商ＰＣ等資格取得支援関連費用の減少

合

　

計 ８７つ９３７ ８５，０２３ ２，９１４

＊２

　

消耗品費、 研究図書費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 印刷製本費、 損害保険料、

　

衛生清掃費、 学生厚生費、 報酬支払手数料、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費など

（４６）



③高校の教育研究経費 （２００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　

（丁円単位）

科目等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

光熱水費

旅費交通費

修繕費

奨学費

その他経費＊３

３８，５７３

２６，５９７

１５，９５６

１４７，５８０

７１つ０２２

３２，５６９

２９，１８１

１２，６５３

１４２，０６０

６９，２０７

　

６，００４

‘ ２，５８４

　

３，３０３

　

５〉５２０

　

１，８１５

電気・ガス料金の値上げ

部活動大会出場旅費の減少

パソコン演習室サ」バー更新

減免対象生徒数の増加

合

　

計 ２９９，７２８ ２８５，６７０ １４，０５８

＊３

　

消耗品費、 研究図書費、通信運搬費、賃借料、印刷製本費、租税公課、損害保険料、衛生清掃費、

　

学生厚生費、 報酬支払手数料、負担金、 出版物費、 雑費など

（１１）管理経費支出

　

当初予算 （６，４９億円） に対して、０．４８億円が増加し６，９８億円を計上しました。 増額の主因は、 為替

調整等のため仮払となっていた国際交流関連経費 （ＡＣＥ プログラム、ＦＡＳＴ プログラム、ＬＥＡＤ プロ

グラム） を精算したことによる増加等です。 また、 前年度 （７，１２億円） に対して、０．１３億円が減少し

ています。

　

なお、 設置学校別で科目別にみて、 前年度と比べて増減の大きい項目と、 その主たる理由等は次の

とおりです。

①大学の管理経費 （１，０００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科日等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

旅費交通費

賃借料

広報活動費

報酬支払手数料

雑費

その他経費＊ｌ

４４，７２７

８，８５０

７９，５０３

９９，５８９

２６，５７１

１４５，４６３

２７，９９３

２１，２６７

９０，３３８

１２４，６９８

１５，９２４

１３５，０６３

　

１６，７３４

乙 １２フ４１７

乙 １０，８３５

乙 ２５，１０９

　

１０，６４７

　

１０，４００

国際交流関連プログラム渡航費など

事務用ＰＣのレンタルから買取への変更など

広告掲載数減少、広報物印刷部数減少など

（土地・建物売買手数料が当年度は生じない）

土地購入、守衛室整備工事関連経費など

合

　

計 ４０４，７０３ ４１５，２８３ △ｌｏ，５８０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊１

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 修繕費、 印刷製本費、 租税公課、 福利厚生費、 損害保険料、

衛生清掃費、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 補助金返還金支出、 寄付金支出など

②短大の管理経費 （１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科ロ等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

印刷製本費

その他経費＊２

３，７７７

１６，２６９

７，７５５

１５，１５５

△３，９７８

　

１，１１４

（入試問題集印刷費が当年度は生じない）

合

　

計 ２０，０４６ ２２，９１０ △２，８６４

＊２

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 福利厚生費、 損害保険料、

　

衛生清掃費、 報酬支払手数料、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 雑費など

（４７）



③高校の管理経費 （１５０万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２５年度 ２４年度 増減額 増減の要因

修繕費

印刷製本費

広報活動費

報酬支払手数料

負担金

雑費

その他経費＊３

３，３３１

４〉７９９

６，７４６

５も９５１

２，４０１

９，６７０

２３，９７１

１，４３８

７，３６６

２，０４０

５９，５２４

　

３９２

１２，００２

２２，４４０

　

１，８９３

△２，５６７

　

４，７０６

△７つ５７３

　

２，００９

△２，３３２

　

１，５３１

坦心寮給湯器他修繕、入試システム改修など

（「学校案内」 を広報活動」費へ科目変更）

（「学校案内」を印刷製本費から科目変更）

派遣職員数の減少

福岡県私学協会費を当年度より負担

（教員採用新聞広告料が当年度は生じない）

合

　

計 １０２，８６９ １０５，２０２ △２，３３３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

＊３

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 賃借料、 租税公課、 福利厚生費、 損害保険料、

　

衛生清掃費、 諸会費、 渉外費、 出版物費、 補助金返還金支出など

（１２）施設関係支出

　

過年度から、 学生・教職員の利便性・機能性・安全性を考慮した老朽校舎等の更新、 新たな教育領

域 （社会環境学部開設等） への展開、 教育研究の一層の高度化を上限として、 キャンパス整備を行っ

てきました。 とりわけ近年は、 多目的ホールの新築、 弓道場の建て替え、 塩浜総合グラウンドの新設

と既存グラウンドの再整備、ＦＴＴ セミナーハウス （学外研修施設） の取得等を人間性教育の一環とし

て整備・強化してきました。

　

当年度は、「第 ６ 次中期経営計画 （マスタープラン）」 が策定され、 計画実施初年度でもあることか

ら、 本計画の趣旨に添って既存施設の改修・改善等を実施しました。

　

具体的には、 学園隣接地の取得 （所有地の整形）、「先端計測技術研究センター」 の研究環境整備、

アイスホッケーリンクや高校弓道場の新設、柔道場畳の更新、主体的学修環境（ラーニングコモンズ）

の整備 （α棟 ３ 階自習スペース改装）、 環境対策 （Ｃ０２ 低減） 省エネ設備の導入等の内容となってい

ます。

（千円単位）施設関係支出の概要

科

　

日 主な使途等 金

　

額

土

　

地 学園隣接地Ｄ棟南側＊ｌ ３９，３３０

建

　

物 附属高校弓道場新設

柔道場練習環境整備

クラブハウス空調・衛生面整備

α棟３階ラーニングコモンズヘの改修

自動 ドアヘの改修＊２

Ｂ棟空調熱源省電力型への更新＊３

　

等 １７４，５７５

構築物 新宮グラウンド野球場ネット改修

アイスホッケーリンク新設

　

等 ５３，９５２

＊１

　

学校所有地を整形し、 有効活用することを目的とする。
＊２ 文科省バリアフリー補助対象

＊３

　

経産省環境対策補助対象

（４８）



（１３）設備関係支出

当初予算２．０億円に対して ６．１３億円を計上し４．１３億円が増加、 前年度 （３．１２億円） と比べ３．０億円

が増加しました。 増加の主因は、 学園で保有する設備・教育研究用機器備品等の耐用年数満了に伴う

更新はもとより、 一層の教育活動の活性化に向けた設備・備品の購入、 並びに研究高度化・実用化に

向けた装置・設備 （主に外部資金が購入原資） の購入です。

主な内容は、 次のとおりです。

装置・設備等別内訳

①教学一般予算関連 （５３，４１５千円）

　

・経常的に使用するパソコンや実験機器等の整備

②教学特別予算関連

１）教学特別予算 （４６，９８２千円）

　

・大型実験機器等の整備 （デジタルマイクロスコープ、 拡散炉、 教育用ロボット等）

２） スタートアップ支援・学際的 （異分野連携） 研究支援予算 （７，０６５千円）

　

・研究課題 （４件の研究テーマを採択） に適合する実験機器・測定機器等の整備

③外部資金関連（予算は上記の予算、予備費を充当）

１） 文科省私大等研究設備等整備費補助金採択事業関連設備 （３０１，１１１千円）

　

・情報処理センター新教育システム

　

・Ｂ・Ｄ棟ネットワークリプレース及び情報コンセントリプレース

　

・短期大学部新教育システム

　

・マルチメディア設備 （ビデオプロジェクター等）

　

・情報工学実験□における実験教材ロボット

　

・次世代半導体デバイス関連設備

２） 文部科学省戦略的研究基盤形成支援事業関連設備 （５０，２５４千円）

　

・採択研究課題 （画像技術とレーダ技術を融合した津波計測及び予備防災・減災システムへの

　　

応用研究） に関連する実験機器・測定機器等の整備

（千円単位）科目・部門別支出額

用

　

途 等 大

　

学 短

　

大 高

　

校

教育研究用機器備品

　

＜５力円以上の設備類＞

　

５４０，４３６

（

　

２４８，８０４）

　　

３０，３７０

（

　　

２，６４８）

　　

８，１６３

（

　

１２，９７０）

その他の機器備品

　

＜５万円以上の事務用機器＞

　　

１２，３９８

（

　　

３，４４２）

　　

０

（

　　　　

０）

　　　

４８４

（

　　　

１００）

図書

　　

１８，６６９

（

　

１４，４３０）

　　　

４８５

（

　　　

５７７）

　　

１，４２３

（

　　

１，１９３）

（

　

） の金額は前年度実績額

（４９）



３．消費収支計算結果の概要

　

この計算書類は、 上記の資金収文計算書を基に非資金的収支 （現物寄付、 減価償却額、 各種引当金

の計上等の資金流人・流出を伴わない収支） を加えて作成します。 学校法人の永続的な維持を図るに

当たっての重要な情報として 「採算性」 を表し、 当年度の経営成績を評価するものです。

　

総収入に相等する帰属収入合計（法人の財産となる収入）は、当初予算（８２．５７億円）に対して、８４．５８

億円を計上し２．０１億円の上方修正となり、前年度（８４．７７億円）と比べて０，１９億円の減少となります。

　

一方、 総文”キに相等する消費支出合計は、 当初予算 （８１．４０億円） に対して１．６０億円増加の８３，０億

円を計上し、 これは前年度の８０．１５億円と比べ２．８５億円の増加となります。

　

一般的に実質的な黒字と解されている帰属収支差額（帰属収入合計一消費支出合計）は当初予算（プ

ラ ス

　

ー．１６億円） に対して ０．４１億円上方修正の １．５７億円を計上しました。 この金額が止味財産 （資産

－負債） の増加額 （財政的成長の幅） となります。

　

設置学校別にみると、 大学が３．７３億円の収入超過、 短大が３百万円の支出超過、 高校が０，３９億円の

収入超過となっています。 大学は、 過年度から継続して一定の帰属収支差額を確保しており、 安定的

な収支状況と評価しています。

　

短大は、 平成 ２４ 年度が計画どおりに入学者確保できなかったことを主因として ２６．６ 百万円の支出

超過でしたが、 当年度は ３．８ 百万円の支出超過にとどまりました。 しかし、 これは情報教育システム

更新に伴う補助金の一時的増加 （約１１．３百万円） によるため、 引き続き第３次財政計画の「短大財政

健全化施策」（志願者・入学者確保策、 人件費抑制施策等） について、 具体的に実施することが必要と

判断しています。

　

一方、 高校は、 財政健全化の諸施策が進展し、 当年度は平成 ２４年度に続き収入超過で、約４０百万

円を計上しました。 今後も、 奨学費抑制等の支出削減によって安定財政が維持される見通しです。

４． 貸借対照表の概要

　

この計算書類は、 当年度末時点での資産、 負債の保有状況を明らかにして、 財政状態の健全性 （必

要資産が自己資金によって保持されているか、 また、 そのゆとりは十分にあるか、 資産構成上、 流動

性は十分か等） を評価するものです。

　

前年度と比し大きく変動した項目とその理由は下表のとおりです。

（千円単位）（１）有形固定資産の変動

資産の種類 前年度末＊ｌ 増加 減少＊２ 当年度末 摘要

土地

建物

構築物

教育研究用機器備品

その他の機器備品

図書

車両

建設仮勘定

３，１６５，９５６

１４，０８６，２８４

１，３２９，９１５

１，４３５，０２４

　

３７，９０６

１，０７１，２５２

　

４８，８１２

　

１６，２０２

３９，３３０

１７４，５７６

５３，９５２

６６０，９１２

１３，１１７

２１，４９５

　　

６６８

４，０１８

　

０

５８２，７０３

９８，９３３

２６２，２１１

　

８，２０８

　

４，２４６

１０，６１８

１６，２０２

３，２０５，２８６

１３，６７８，１５７

１，２８４，９３４

１，８３３，７２６

　

４２，８１５

１，０８８，５０１

　

３８，８６２

　　

４，０１８

①

　

②

　

③

　

④

　　　　　　

⑤

計 ２１，１９１，３５１ ９６８，０６８ ９８３，１２１ ２１つ１７６つ２９８

　　　　　

′

＊１

　

減価償却後の残高

　　　　

＊２

　

減価償却による減少額を含む。

（５０）



①増加は体育館西側及びＤ棟（大学校舎）南側土地購入による。
②増加は、 高校弓道場建築、 大学校舎・体育館外壁等改修、 大学・短大校舎空調機更新、 大学校舎等

入口バリアフリー化、 先端計測技術研究センター新設等により、 減少は、 減価償却による。

③増加は、 高校弓道場及びその周辺整備、 塩浜グラウンドアイスリンク新設により、 減少は減価償却

　

による。

④増加は、 情報処理教育システム更新、 大学校舎等のネットワーク更新、 教育研究用機器備品の購入

　

等により、 減少は、 耐用年数満了備品の除却による。

⑤増加は、 正門守衛室整備による。

（千円単位）（２）その他の固定資産

資産の種類 前年度末 増加 減少＊ｌ 当年度末 摘要

借地権

電話加入権

施設利用権

預託金

保証金

長期有価証券

退職給与引当特定資産

施設拡充引当特定資産

教育設備引当特定資産

第３号基本金引当特定資産

　

１９，８０５

　

５，１５７

　

１７，４８５

　

２４，８０９

　　

４５０

２，２３７，１７７

１，６００，０００

４，６２５，１５０

５００，０００

１，５００，０００

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

ｌｏｏ，０００

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

２，４２７

　

０

　

０

１，２８７

　

０

１，５５０

　

０

　

０

　

１９，８０５

　

５，１５７

　

１５，０５８

　

２４，８０９

　　

４５０

２，３３５，８９０

１，６００，０００

４，６２３，６００

５００，０００

１，５００，０００

①

計 ｌｏ，５３０，０３４ ｌｏｏ，０００ ５，２６４ １０，６２４，７７０

　　　

′

＊１

　

減価償却による減少額を含む。

①社債 （銀行） の購入により増加している。

（３）流動資産

流動資産のうち、 大きな変動があったものは未収入金 （２．２６億円増加） です。 これは、 退職金団体

交付金の増加によるものです。 退職金団体交付金は年度末の退職金支給実績に基づいて、 翌年度 ４月

に交付・入金されるため毎年、 未収入金として計上されます。

　

なお、 その他の科日については重要な変動はありません。

（４）負債

　

固定負債は前年度と比べ ０．８４億円が減少しています。 これは、 日本私立学校振興・共済事業団借入

金 （無利息、 経済的事由による修学困難者救済を目的） の返済や、 退職給与引当金の減少 （退職金支

払いの準備として、 会計基準によって負債化しておくべき金額の減額） によるものです。

　

流動負債は前年度と比べ１．８９億円が増加しています。 増加の主１大１は入学金等の前受金の増加です。

これは、 平成２６年度の大学入学者が前年度と比し増加することや、 在学生からの前期授業料の収納時

期が早期化したことによります。

その他の科日については重要な変動はありません。

（５１）



（５）基本金

第 １ 号基本金に、 前年度から継続して行った高校弓道場建築費用及び当年度更新した情報教育シス

テム用機器の購入費用等の組人れを行っています。

第３号基本金（１５億円）は、本学独自の奨学制度の安定化を日的に奨学基金として設定しています。

本学独自に、 経済的に修学困難な学生・生徒の学習機会の保障、 並びに優秀な学生・生徒の教育研究

活動の奨励を、 長期安定的に行おうとするものです。

（６）正味財産

資産の部合計は前年度末残高 （３４０．４５億円） から２．６２億円増加 し、３４３．０８億円を計上しました。 こ

の資産の部合計から負債の部合計 （４１．６０億円） を差し引いた残りが正味財産 （自己資金） となり、 前

年度 （２９９．８９億円） に対して１．５７億円増加の３０１．４７億円を計上しています。

　

なお、 財務比率の中で最も概括的で重要な指標と解されている自己資金構成比率 （自己資金 （自己

資本）／総資金（総資産）（高い値が良い））は ８７．９％の高い比率となっています。 当比率の全国大学

法人階級分布において、 木学は中上位に位置しており、「諸活動に積極的に資金投下している状況で良

好な財政状態 （バランスの良い経営）」 を維持していると判断しています。

５‐ 財務状況の評価、 今後の財務運営の課題

（１）経営財務の外部評価（格付）

　

経営・財務の外部評価 （格付審査） を受けるに当たっては、「過年度の受審準備や評価結果が、 本学

の経営状況の点検・評価、 調査・分析の一切として、 極めて有効である」 と判断した上で、 法定の自

己点検評価活動、 マスタープランや財政計画の履行状況点検、 さらには内部監査的なＩＲ調査と連関さ

せながら行いました。

　

その結果、 本学の判定は 「Ａ」 評価 （Ｒ＆１）・「Ａ＋」 評価 （ＪＣＲ） を取得しました。 特に高く評価され

たコメントは次のとおりです。

経営・財務に関する格付機関の評価（コメント）

① 「丁寧な教育」 をしているとの評判が近隣の高校などに広がっており、 志願者数は増加傾向に

ある。

②中期経営計画（ＭＰ）を柱に、単年度行動計画（ＡＰ）や中長期財政計画を策定し、３設置校ともに

教学サイドと事務局が協働してＰＤＣＡサイクルを進め、 成果を上げている。

③総志願者数は、１８歳人口の減少が続く九州において７年連続増加中である。 丁寧な教育と高い就

職力が次の志願者の増加に寄与しており、 競争力は年々増している。

④ＡＰと予算管理を連携させることで、 手堅い財務運営を行っている。 資産運用に関して、 本業重

視が一貫した理事会方針で元本確保を優先して堅実である。
⑤予算と計画との連動性が高く、 一貫した戦略の下で展開するＰＤＣＡサイクルには実効性の高さが

ある。

⑥法人全体としての予算統制力があり、 収支の余裕度を低く設定しつつも、 安定したキャッシュ

　

フローが確保可能な状況が続くものと想定する。

⑦大規模な施設・設備整備投資の中でも、計画的な修繕や教育研究投資を継続できる「資金蓄積」

を進めている。

（５２）



（２）今後の財務運営の課題

第６次 ＭＰ策定と第３次財政計画の改訂＊”こ当たっては、 中央教育審議会答申 （「新たな未来を築

くための大学教育の質的転換に向けて」 平成２４年８月 ２８日）及び文科省「大学改革実行プラン（平

成２４年６月公表）」 と１司－の方向で議論を行い、 教育力発揮、 募集力強化、 就職力強化、 研究高度化

並びに経営・財務強化の全経営領域にわたって、 社会的要請に適う積極的施策とそれらを強力に後押

し （一方で財政的に制限） する財政施策を明確化しました。

従い、 今後の課題は 「ＭＰ」、 「ＭＰ に基づく部門別運営計画」 及び 「財政計画」 の計画実現性を一層

向上させることとなります。

財務運営の課題（第３次財政計画（平成２５年３月２２日改訂）の総合的目標）

①学納金収入の安定化

　

（１）志願者・入学者を維持・拡大し、 学納金収入の安定化を図り、 さらに、（２）入学者の正確確保

の諸施策を講じ、 これを確実なものとする。 また、 社会の要請等に基づき、（３）入学定員変更 （定

員増） について、 積極的な検討を行う。

②補助金の増収

　

（１）教育・学生支援の取組を更に実質化して、 関係補助金の増収に繋げる。 同様に、（２）国公私

競争的補助事業へ積極的に申請する。 また、 大型研究予算を設定し、（３）大型の研究関連補助事業

への申請を積極化する。

③人員管理による人件費安定化

　

大学・短大の専任教職員の定常的人件費は暫く安定化する見込みであり、 これを確実にする仕

組みづくり （人件費配分計画など） を行う。 さらに、 この人件費の安定期を活かし学部改組、 募

集力の強化、 就職支援の強化などに向けた一層の 「人材育成・適正配置の攻撃型の人事戦略」 を

構築する。

④短大財政の健全化

　

（１）「進路保証」 を目指す教育改善によって、 外部評価を高め志願者・入学者を増加させる。 附

属高校と大学を併設する学園の強みを、更に活かすため（２）大学・高校との協力・連携を強化する。

財政改善の方策として（３）人件費抑制・学納金改訂を具体的に計画し実行する。

⑤高校財政の安定化

　

（１）現状の入学志願者数を維持し、 所定数の人学者を確保する。 財政の安定化のために（２）奨学

費の削減を、「生徒募集力維持」を前提として行う。また、（３）教職員の陣容形成は「財政的与件」

を適えた上で計画的に行う。

⑥第６次ＭＰ対応、 施設・大型設備への投資等

　

所定の金融資産を確保しつつ、 第５次ＭＰ継続施策、 第６次ＭＰの議論に基づく諸施策 （施設・設備

投資、 教職員陣容の充実等） を積極的に実施する。

⑦計画的予算配分と金融資産の確保

　

計画期間中の財務運営の目標として、 帰属収人、 予算配分、 並びに金融資産確保の数値目標を

設定し、 財政施策の計画実現性向上を図る。

勺

　

理事長からの諮問に基づき、第６次ＭＰ策定委員会を設置。全学から意見を求めながら平成２４年６

　

月～平成２４年１２月に亘って、 通算１２回の会議を開催し、 第６次ＭＰ及び第３次財政計画 （改訂）

　

の答申に至った。

（５３）



６． 計算書類

（１）資金収支計算書

（２）消費収支計算書

（３）資金収支計算書

（４坪肖費収支計算書

（５）資金収支計算書

（６）消費収支計算書

（７）貸借対照表

（経年比較）

（経年比較）

（当初予算対比）

（当初予算対比）

（部門別）

（音１～門別）

（５４）



① 平成２５年度 資金収支計算書の前年度対比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　　

収入 の。

　　　　　　

２３

　

度ヌ

　　

額

　　

２４

　

度〆

　　

百（１） ２５

　

度＊

　　

（２）

　

増減（２）‐（１）
学 納 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　

５，９７８，６１６

　　　　　

６，０８８，０７４

　　　　　

６，０３１８１８

　　　　

△ ５６，２５７

手 数料 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

１４８，７１０

　　　　　　

１４６，７０２

　　　　　　

１５３，８９９

　　　　　　

７，１９７

寄 付 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

２９，６５３

　　　　　　

５２，８４１

　　　　　　

５１，０８４

　　　　

△ １，７５７

　　　　

支 出 の音

　　　　　　

２３

　

度ま

　　

額

　　

２４

　

度ま

　　

額（１） ２５年度ま

　　

（２）

　

増〆貝（２）‐（１）
人 件 費支 出

　　　　　　　　　　　　　

５，０２０，３２５

　　　　　

４，６７８，４４４

　　　　　

４，７８２，９５６

　　　　　

１０４，５１２

教 育 研 究 経費支 出

　　　　　　　　　

１，７２０，８６８

　　　　

１，７９７，２８８

　　　　

１，８５８，８３９

　　　　　

６１，５５１

② 平成２５年度 消費収支計算書の前年度対比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

消費収入の部

　　　　　

２３年度決算額

　　

２４年度決算額（１） ２５年度決算額（２）

　

増減（２）－（１）
学納 金

　　　　　　　　　　　　　　　

５，９７８，６１６

　　　　　

６，０８８，０７４

　　　　　

６，Ｑ３１，８１８

　　　　

△ ５６，２５７

　　　

′

　　　

出の音

　　　　　

２３年度決

　

額

　　

２４年度決

　

額（１） ２５年度さ

　　

額

　

２）

　

増減（２）‐（１）
人 件 費

　　　　　　　　　　　　　　

４，８６９，０４４

　　　　　

４，５５９，６６５

　　　　　

４，７７３，２４６

　　　　

２１３，５８０

教 育 研 究経 費

　　　　　　　　　　　　

２，５３６，５１９

　　　　　

２，６６１，９１８

　　　　　

２，７５８，４３２

　　　　　

９６，５１４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２１

帰 属 収 支 差 額 （Ａ）－（Ｂ）

　　　　　　

１６５，８４３

　　　　　　

４６２，０８６

　　　　　　

１５７，８６６

　　　

△ ３０４，２２０

（５５）



③資金収支計算書の予算対比

　　　　　

＝

　　　　　　　

〆、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　　

収 入 の音

　　　　　　　　　

予

　

（１）

　　　　　　　

、

　

（２）

　　　　　　

差

　

異（１）－（２）

学 納金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

５，９９６，６７５

　　　　　　　　

６，０３１，８１８

　　　　　　　

△ ３５，１４３

手 数 料 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５１，８５５

　　　　　　　　

１５３，８９９

　　　　　　　　

△ ２，０４４

寄 付金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２８，４００

　　　　　　　　　

５１，０８４

　　　　　　　

△ ２２，６８４
補 助 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１，２９４，４３７

　　　　　　　

１，４４８，５９５

　　　　　　　

△ １５４，１５８

　　

国庫補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　

６８０，０００

　　　　　　　　　

８３７，９３３

　　　　　　　　

△１５７，９３３

　

地方公共団体補助金収入

　　　　　　　　　　

６１３，９４７

　　　　　　　　　

６１０，１０４

　　　　　　　　　　

３，８４３

　

その他補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　

４９０

　　　　　　　　　　　

５５８

　　　　　　　　　　

△ ６８
資 産 運用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１５５，５２５

　　　　　　　　

１５２，１８５

　　　　　　　　　

３，３４０
事 業 収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１８４，８３０

　　　　　　　　

１６９，８１６

　　　　　　　　

１５，０１４

雑 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４２２，０７３

　　　　　　　　

３７０，５９８

　　　　　　　　　

５１，４７５

前 受 金収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１，７００，０００

　　　　　　　

１，８４０，５２１

　　　　　　　

△ １４０，５２１

その 他 の 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

２３５，４８３

　　　　　　　　

３１７，４９０

　　　　　　　　

△ ８２，００７

　　　　　

出 の音

　　　　　　　　　　　　

（ｌ

　　　　　　　　

ｉ

　　

（２）

　　　　　　

差

　

異（１）－（２）

人 件費支 出

　　　　　　　　　　　　　　　

４，９２３，４０６

　　　　　　　

４，７８２，９５６

　　　　　　　　

１４０，４５０

教 育 研究 経費 支 出

　　　　　　　　　　　　　

１，７０６，７１２

　　　　　　　

１，８５８，８３９

　　　　　　　

△ １５２，１２７
管 理 経費 支出

　　　　　　　　　　　　　　　　

６４９，４０３

　　　　　　　　

６９８，３２４

　　　　　　　　

△ ４８，９２１

借 入 金等 返 済 支出

　　　　　　　　　　　　　　

６０，０００

　　　　　　　　　

６０，０００

　　　　　　　　　　　

０

施 設 関係 支出

　　　　　　　　　　　　　　　　

４１２，０００

　　　　　　　　

２５５，６７４

　　　　　　　　

１５６，３２６

設 備 関係 支出

　　　　　　　　　　　　　　　　

２００，０００

　　　　　　　　

６１２，６６３

　　　　　　　

△ ４１２，６６３

資 産 運用 支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

１００，０００

　　　　　　　

△ １００，０００

その 他の 支 出

　　　　　　　　　　　　　　　　

２７９，９３２

　　　　　　　　

２３２，７４０

　　　　　　　　　

４７，１９２

（予 備 費） ３０，０００

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

３０，０００

資金支出調整勘定

　　　　　　　　　　　　

△ ２５９，９３２

　　　　　　　

△ ２２７，６７７

　　　　　　　　

△ ３２，２５５

次

　

度繰 喚

　

鯖

　

金

　　　　　　　　　　　　

１８０１８８７

　　　　　　　

１９９６１５１

　　　　　　　

△ １９４２６４

　

出の音合計

　　　　　　　　　　　　　　　

９８０３４０８

　　　　　　　

１０３６９６７１

　　　　　　　

△ ５６６２６３

④消費収支計算書の予算対比

　

）

　　　　

旨

　　

目

　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

消費収入の部

　　　　　　　　

予

　

算（１）

　　　　　　　

決

　

算（２）

　　　　　　

差

　

異（１）－（２）
学 納 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５，９９６，６７５

　　　　　　　　

６，０３１，８１８

　　　　　　　　

△ ３５，１４３

手 数 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５１，８５５

　　　　　　　　

１５３，８９９

　　　　　　　　

△ ２，０４４

寄 付 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５３，９００

　　　　　　　　

１３４，４７６

　　　　　　　　

△ ８０，５７６
補 助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，２９４，４３７

　　　　　　　

１，４４８，５９５

　　　　　　　

△ １５４，１５８

　　

国庫補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　

６８０，０００

　　　　　　　　　

８３７，９３３

　　　　　　　　

△１５７，９３３

　　

地方公共団体補助金収入

　　　　　　　　　　

６１３，９４７

　　　　　　　　　

６１０，１０４

　　　　　　　　　　

３，８４３

　　

その他補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　

４９０

　　　　　　　　　　　

５５８

　　　　　　　　　　

△ ６８
資 産 運用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１５３，２６５

　　　　　　　　

１４９，３４９

　　　　　　　　　　

３，９１６

事 業収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１８４，８３０

　　　　　　　　

１６９，８１６

　　　　　　　　

１５，０１４

　

収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４２２０７３

　　　　　　　　

３７０７３５

　　　　　　　　　

５１３３８

　　　

…

　

支 出の。

　　　　　　　

予

　

（１）

　　　　　　　

、

　

（２）

　　　　　　

差

　

異（１）‐（２）

人件 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，７９４，８１７

　　　　　　　

４，７７３，２４６

　　　　　　　　

２１，５７１

教 育 研究 経費

　　　　　　　　　　　　　　　

２，５９７，２２５

　　　　　　　　

２，７５８，４３２

　　　　　　　

△ １６１，２０７

管 理 経 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７１４，８０５

　　　　　　　　

７６４，８９８

　　　　　　　　

△ ５０，０９３

資 産処 分 差 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，０００

　　　　　　　　　

４，２４６

　　　　　　　　

△ １，２４６

徴 収 不 能 引 当金 等

　　　　　　　　　　　　　　　　

４００

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　

４００

（予 備

　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３００００

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　

３００００

　　　　　

立

　

△…

２

△

帰 属 収 支 差 額 （Ａ）－（Ｂ）

　　　　　　　　　

１１６，７８８

　　　　　　　　

１５７，８６６

　　　　　　　

△ ４１，０７８

（５６）



⑤ 平成２５年度

　

資金収支計算書（部門別）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

収 入の音

　　　　　　　

法 人

　

音

　　　　

大 当

　　　　　

屋

　

大

　　　　

高

　

交

　　　　

合

　

計

学 納金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

４，７５２，４９６

　　　　

３３４，４６２

　　　　

９４４，８５９

　　　

６，０３１，８１８

手 数料 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１１２，７９９

　　　　　

５，０００

　　　　

３６，１００

　　　

１５３，８９９
寄 付金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

２５，８００

　　　　　　　

０

　　　　

２５，２８４

　　　　

５１，０８４
補 助金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

７７６，７７６

　　　　

６１，７２７

　　　　

６１０，０９２

　　　

１，４４８，５９５
資 産 運用 収入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１１２，４７０

　　　　　

８，３６５

　　　　

３１，３５０

　　　

１５２，１８５
資 産 売却 収入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０
事 業収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１４８，４７５

　　　　　

９，１５７

　　　　

１２，１８４

　　　

１６９，８１６
雑 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

２９

　　　　

３４５，２８０

　　　　　

２，９７９

　　　　

２２，３０９

　　　　

３７０，５９８

前 受 金収 入

　　　　　　　　　　　

１，８４０，５２１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，８４０，５２１

その 他の 収 入

　　　　　　　　　　　

３１７，４９０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３１７，４９０

資金収入調整勘定

　　　　　　

△ ２，１４２，９８６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△ ２，１４２，９８６

　　　

支 出の音

　　　　　　　

法 人

　

音 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

交

　　　　

合

　

計

人 件 費支出

　　　　　　　　　　　　

７６，５２２

　　　

３，３８４，５８３

　　　　

２７５，０２３

　　　

１，０４６，８２８

　　　

４，７８２，９５６
教 育 研究経 費支出

　　　　　　　　　　　

０

　　　

１，４７１，１７３

　　　　

８７，９３７

　　　　

２９９，７２９

　　　

１，８５８，８３９
管 理 経 費 支出

　　　　　　　　　　

１７０，７０６

　　　　

４０４７０２

　　　　

２０，０４６

　　　　

１０２，８７０

　　　　

６９８，３２４

借 入 金等 返 済 支出

　　　　　　　　　　　

０

　　　　

６０，０００

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　

６０，０００
施 設 関係 支出

　　　　　　　　　　　　　

３２

　　　

１９４，８８２

　　　　　

２，８４２

　　　　

５７，９１９

　　　　

２５５，６７４

設 備 関係 支 出

　　　　　　　　　　　　

２３６

　　　　

５７１，５０２

　　　　

３０，８５５

　　　　

１０，０７０

　　　　

６１２，６６３

資産 運用 支出

　　　　　　　　　　

１００，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１００，０００

その 他の 支 出

　　　　　　　　　　　

２３２，７４０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２３２，７４０
（予 備 費）

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

資金支出調整勘定

　　　　　　　

△ ２２７，６７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△ ２２７，６７７

次

　

度 口 戊

　

鯖

　

金

　　　　　　

１９９６１５１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１９９６１５１

　　　　　

立

　

邑

⑥ 平成２５年度

　

消費収支計算書（部門別）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

消

　

収 入 の音

　　　　　

法 人

　

音 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

交

　　　　

合

　

計

学納 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

４，７５２，４９６

　　　　

３３４，４６２

　　　　

９４４，８５９

　　　

６，０３１，８１８

手 数 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１１２，７９９

　　　　　

５，０００

　　　　

３６，１００

　　　

１５３，８９９

寄 付 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１０５，７４９

　　　　　　

６７０

　　　　

２８，０５６

　　　　

１３４，４７６
補 助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

７７６，７７６

　　　　

６１，７２７

　　　　

６１０，０９２

　　　

１，４４８，５９５

資 産 運用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１１０，３８５

　　　　　

８，１８４

　　　　

３０，７８０

　　　

１４９，３４９

資 産 売却 差 額

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

事 業収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１４８，４７５

　　　　　

９，１５７

　　　　

１２，１８４

　　　

１６９，８１６

　

収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

２９

　　　　

３４５３６９

　　　　　

２９７９

　　　　

２２３５８

　　　　

３７０７３５

△

　　　

消

　

支出の部

　　　　　

法人本部 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

校

　　　　

合

　

計
人 件 費

　　　　　　　　　　　　　　　

７７，３２０

　　　

３，３６９，７３６

　　　　

２７５，５１２

　　　

１，０５０，６７７

　　　

４，７７３，２４６
教 育 研 究 経 費

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

２，１６１，６２２

　　　　

１２１，７３７

　　　　

４７５，０７３

　　　

２，７５８，４３２

管 理経 費

　　　　　　　　　　　　

１７４，７０７

　　　

４４３，７００

　　　　

２８，５３１

　　　

１１７，９６１

　　　

７６４，８９８

資 産 処 分 差 額

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　

３，２４６

　　　　　　

２２７

　　　　　　

７７３

　　　　　

４，２４６
徴 収 不能 引 当 金 等

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０
（予 菌

　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　

一 －

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

　

　

　　　　

△

０

　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

０

帰属収支差額 （Ａ）－（Ｂ）

　　

△２５１，９９８

　　　　

３７３，７４５

　　　

△ ３，８２７

　　　　

３９，９４６

　　　

１５７，８６６

（同上当初予算額）

　　　　

（△２７４，５７６）

　

（４１１，９２２） （△１５，３１４）

　

（△５，２４４）

　

（１１６，７８８）

（５７）



⑦貸借対照表（平成２６年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　　

（単立：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ： 千円）

　

生

　　

の

　　

日

　　　　　　　　　

本 年 度 末

　　　

前 年 咲 末

　　　　　　　

減

固

　

定 資 産

　　　　　　　　　　　　

３１８０１ ０６９

　　　

３１７２１ ３８５

　　　　

７９ ６８４

　

有 形固 定 資産

　　　　　　　　　　　

２１１７６２９８

　　　

２１１９１ ３５１

　　

△ １５ ０５２

　　

土 地

　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

２０５

　

２８６

　　　　

３ １６５９５６

　　　　　

３９ ３３０

　　

建 物

　　　　　　　　　　　　　　

１３６７８１５７

　　　

１４０８６２８４

　　

△ ４０８ １２７

　　

構ｚ．物

　　　　　　　　　　　　　

１ ２８４ ９３４

　　　

１３２９９１５

　　　

△ ４４ ９８１

　　

教衷研究用機器備品

　　　　　　　

１８３３ ７２６

　　　

１４３５０２４

　　　　

３９８ ７０２

　　

そ の他 の機 器備 品

　　　　　　　　　　

４２ ８１５

　　　　　

３７９０６

　　　　　

４ ９０９

　　

図 書

　　　　　　　　　　　　　　

１０８８５０１

　　　

１０７１２５２

　　　　

１７ ２４９

　　

車 緬

　　　　　　　　　　　　　　　　

３８ ８６２

　　　　　

４８ ８１２

　　　

△ ９９５０

　　

建 設 仮 勘定

　　　　　　　　　　　　　

４ ０１８

　　　　　

１６２０２

　　　

△ １２１８４

正味財産
（資産一負債）

２４年度
資産

　　

３４，０４５，２３７①
負債

　　

４，０５５，６３２②
①－②

　

２９，９８９，６０５③

年度
資産

　　

３４，３０８，０１４④
負債

　　

４，１６０，５４３⑤
④－⑤

　

３０，１４７，４７１⑥

２５

正味財産の増加

　

＠ト③

　　　

１５７，８６６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、′－；

　　

の

　

部

　　

科

　　　

目

　　　　　　　

本 年 度 末

　　　

別 年 度 末

　　

増

　　　　

。
固 定 負 債

　　　　　　　　　　　　　

１７２６９４８

　　　

１８１１９１１

　　

△ ８４９６３

　　

長期 借 入金

　　　　　　　　　　　　

６０ ０００

　　　　　

１２００００

　　　

△ ６００００

　　

退職金給与引当金

　　　　　　　

１６３９８２７

　　　

１６４９５３７

　　　

△ ９７１０

　　

長期 未 払金

　　　　　　　　　　　　

２７１２２

　　　　　

４２ ３７４

　　　

△ １５２５３
流 動 負 債

　　　　　　　　　　　　　

２４３３５９５

　　　　

２２４３７２１

　　　

１８９８７４

　　

短期 借 入金

　　　　　　　　　　　　

６０ ０００

　　　　　

６０ ０００

　　　　　　　

０

　　

未払 金

　　　　　　　　　　　　　

２０８ ２５５

　　　　　

２０２ ３０７

　　　　　

５９４８

　　

前受 金

　　　　　　　　　　　　

１８４０５２１

　　　

１６７５ ７６９

　　　

１６４ ７５１

　　

預り 金

　　　　　　　　　　　　　

３０２ ３０９

　　　　　

２９２９３９

　　　　　

９ ３７０

　　

仮受 金

　　　　　　　　　　　　　　

２２ ５１０

　　　　　

１２ ７０６

　　　　　

９８０４

　　　　　　

０）

　

立

　　　

三－

　　　　　　　　　

４ １６０

　

５４３

　　　　　

４

　

０５５

　

６３２

　　　　　

１０４

　

９１１

　　　　

の

　

部

　　

科

　　　

目

　　　　　　　

本 年

　

度 末

　　　

別

　

年

　

ヌ 末

　　

増

３４，３０８，０１４

　　　　

３４，０４５，２３７

　　　　　

２６２，７７７

注記

　　

１．減価償却額の累計額の合計額

　

１０，５７７，１８４千円

　　　

２．徴収不能引当金

　

１２２千円

（５８）


